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1．はじめに

本章における問題意識は、なぜ、ある自治体では

コロナの感染者数や死亡者数が多く、ある自治体で

は少ないのか、また、国内におけるこの違いは、自

然条件や、遺伝、生活習慣病等の健康状態等のみで

説明することはできないのではないか、というもの

であった。そこで、感染者数、死亡者数を各自治体

の人口で割った値を感染率（％）、死亡率（人口10万
人当たり）とし、自然条件、住宅指標、人口指標、

経済・産業指標、所得水準、病院・保健所・施設数

等との関係を分析することとした。対象となるのは、

全都道府県と、東京都・神奈川県・大阪府における

特別区および市である。分析の結果、各自治体の社

会経済条件、なかでも、貧困や居住環境に関連した

指標の説明力が比較的高いことが見出された。

2．社会経済条件に着目した既存研究のサー
ベイ

社会経済条件が不利な地域ほど、コロナによる感

染率や死亡率が高いことを示した研究は、海外にお

いて既に多く報告されてきている。直観的にも分か

りやすいのは、多人数が同居している、あるいは1
人あたりの居住面積が狭い等といった居住環境の悪

さが感染等のリスクを高めているという研究である

（Ahmad 2020, Kamis et al. 2021, Varshney et al. 2022）。
居住環境が感染・死亡リスクと関係していることは、

2次感染が主に世帯内で起きているという研究結果

と符合している（Madewell et al. 2020, 2021）。
また、貧困、低所得等の社会経済的な地位（socio-

economic status）が低いほど、コロナによる感染率、

死亡率が高いという研究結果も、米国を中心に多

く報告されている（Arceo-Gomez et al. 2022, Fernán-
dez-Martínez et al. 2022, Hawkins 2020, Hawkins et al. 

2020, Karmakar et al. 2021, Kim et al 2021, Mena et al. 
2021, Paul et al. 2021, Upshaw et al. 2021）。貧困であ

ることと、住居が狭小で、換気が悪い等といった居

住環境は相互に関係しており、これらの複数の要因

が相互に絡み合ってコロナの感染や死亡のリスクを

高めているものと考えられる。

一方、日本国内を対象とした関連研究の分析結果

は以下のとおりである。これらはすべて都道府県を

単位とした分析を行っている。

Yoshikawa and Kawachi（2021）は、所得が最も低い

都道府県グループ、生活保護率・失業率が最も高い

都道府県グループにおいて、コロナの感染率と死亡

率が最も高いという分析結果を示した。

我孫子（2021）は、感染者数に対し、宿泊業・飲食

業従事者の割合，県外就業率（他の都道府県への通

勤者の割合），空港の旅客数などが有意にプラスの

影響を与えているとした。

鈴木・田辺（2021）は、「三密」に関連するサービス

業従事者の割合、人口密度、販売業従事者の割合、

65歳以上人口当たりの老人ホーム数の4要因の寄与

がもっとも大きいことや、貧困層の実態を反映する

生活保護受給人口当たりの生活保護費と貧困率の寄

与が大きいとした。

調他（2020）累積感染割合は人口密度と強く相関し

ていることを見出した。

吉岡（2022）は、自然要因、社会要因、個人要因の

うち、全都道府県において感染者数を増やす要因は

自然要因（平均気温、相対湿度、日照時間）であると

報告している。

3．都道府県における感染率と死亡率の要因

政府が2022年9月26日に全数把握を簡略化したの

にともない、以降、累計感染者数等のデータは公表

されなくなった。そこで、ここでは内閣官房が公表
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（資料出所）自然条件：年平均気温（2018）、年平均相対湿度（2018）、日照時間（2018）は吉岡（2021）。
健康関連：平均寿命（2015）、平均余命（2015）、年齢調整死亡率（2015）、生活習慣病による死亡者数（2019）、糖尿病によ

る死亡者数（2019）、1 人当たりの国民医療費（2018）は総務省『統計でみる都道府県のすがた 2022』。BMI の平均値（2016）
は厚生労働省『国民健康・栄養調査』。

住宅関連：住宅面積（2005）は吉岡（2021）。共同住宅比率（2018）、最低居住面積以上割合（2018）は総務省『統計でみる

都道府県のすがた 2022』。
人口関連：昼夜人口比率（2015）は吉岡（2021）。外国人人口（2015）、可住地面積 1k ㎡当たり人口密度（2015）、人口集中

地区比率（2015）は総務省『統計でみる都道府県のすがた 2022』。
経済・産業関連：販売従事者の割合（2015）、サービス職業従事者の割合（2015）は総務省『国勢調査』。第３次産業事業所

数構成比（2014）、飲食店数（2018）は総務省『統計でみる都道府県のすがた 2022』。
所得水準：1 人当たり県民所得（2017）、生活保護実人員（2019）は総務省『統計でみる都道府県のすがた 2022』。
病院・保健所・施設：就業保健師数（2020）は厚労省『衛生行政報告例』、介護老人福祉施設数（2019）、老人ホーム在所者数（2019）、
一般病院病床数（2019）は総務省『統計でみる都道府県のすがた 2022』。
そのほか：社会体育施設数（2015）、刑法犯認知件数（2016）、エアコン世帯普及率（2014）、廃棄物リサイクル率（2017）は

吉岡（2021）。都市公園面積（2019）は総務省『統計でみる都道府県のすがた 2022』。

表 1　感染率との相関係数（全都道府県）
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していた2022年9月27日までの各都道府県の累計者

数のデータをもとに分析を行う。感染率・死亡率と

関係のある要因の候補として40個の都道府県の変数

を集めた。なお、変数の一部は先行研究で使用され

たものを含めている（表1の資料出所を参照）。

まず、表1では感染率との相関係数、表2では死亡

率との相関係数を示した。相関係数は－1から1の間

の値をとり、負の相関の場合は－1により近く、正の

相関の場合は1により近くなる。相関がない場合は0
に近づく。表1および表2では、相関係数の絶対値を

とり、その大きさの順に上から並べたものである。

表1の感染率との相関係数を見ると、上位には住

居関連の指標が多い。最低居住面積以上の世帯の割

合、住宅の1人当たり居住室の畳数、共同住宅比率、

住宅面積等である。また、人口集中地区人口の比率、

可住地面接1㎢あたり人口密度等、人口密度に関連

した指標も上位にある。その他、生活習慣病による

死亡者数は感染率と正の相関が予想されたが、糖尿

病による死亡者数との相関は負になっている。

表2の死亡率との相関を見ると、生活保護実人員

が最も高い。そのほかにも刑法犯認知件数は生活困

窮と関連しているものと推測される。また、感染率

と同様に上位に住居関連の指標が多い。共同住宅比

率、住宅面積、最低居住面積以上割合等である。人

表 2　死亡率との相関係数（全都道府県）

（資料出所）表 1 と同じ。
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表 4　感染率を目的変数としたステップワイズ法による

回帰分析の結果（東京都・神奈川県・大阪府の市区）

感染率

1％水準で有意 生活保護率（＋）
高齢化率（－）
一人当たり課税対象所得（＋）

3％水準で有意 最低居住面積以上割合（－）
人口密度（＋）

修正決定係数 0.608
（注）括弧内は推計された各説明変数の係数の符号。

（資料出所）生活保護率、人口密度は図 3 と同じ。高齢化率

（2015）、単独世帯割合（2015）、人口集中地区割合（2015）、1
人当たり課税対象所得（2020、課税対象所得／納税義務者数）、

1 住宅あたり延べ面積（2018）は総務省『統計でみる市区町

村のすがた　2022』。最低居住面積以上割合（2018）は国交省

『住宅・土地統計調査』。

口集中地区比率、可住地面接1㎢あたり人口密度等、

人口密度に関連した指標が上位にある点も、表1と
同様である。一方、飲食店数や販売従事者等の経済・

産業に関連した指標や、老人ホーム在所者数等の施

設関連指標はそれほど相関が高いとは言えない。ま

た、やや意外であったのは、就労保健師数の相関が

低い点である。この間の報道によれば、保健所や保

健師を削減した自治体ではコロナの感染や重症化の

リスクが高くなっている可能性が指摘されていた

が、ここでのデータを見る限りでは、その点を確認

することはできなかった。

次の図1では、人口密度と1人当たり県民所得をコ

ントロールしたうえで、感染率と最低居住面積以上

の世帯割合をプロットした。図2では、同様に、死

亡率と生活保護実人員をプロットした。回帰分析を

行うと、ともに1％水準で有意であった。すなわち、

最低居住面積以上の世帯割合が多い（少ない）都道府

県ほど感染率が低く（高く）、生活保護実人員が多い

（少ない）都道府県ほど死亡率が高い（低い）。

表3では、感染率と死亡率を目的変数とした回帰

分析の結果を表しているが、ここではステップワイ

ズ法により変数選択を行い、最も当てはまりの良い

変数を有意度順に分け、係数の符号を記した。生活

保護実人員の係数の符号がプラスで、統計的に有意

である点は、表1、表2の結果と符合している。ま

た、住居関係では感染率を目的変数とした場合にお

いて、最低居住面積以上割合が残っており、その係

数は符号でマイナスである点も、表1、表2の結果と

符合している（しかし、5％水準であり、やや有意度

が低い）。

表 3　感染率と死亡率を目的変数としたステップワイズ法に

よる回帰分析の結果（全都道府県）

目的変数 感染率 死亡率

1％水準
で有意

生活保護実人員（＋）
年平均気温（＋）
日照時間（－）
住宅面積（＋）
単独世帯の割合（－）
年齢調整死亡率（男）（－）
年齢調整死亡率（女）（＋）
老人ホーム在所者数（＋）
サービス職業従事者（－）

生活保護実人員（＋）
単独世帯の割合（－）
年齢調整死亡率（女）（＋）
外国人人口（＋）
共同住宅比率（＋）
糖尿病による死亡者数（－）
平均余命（65歳男）（＋）

3％水準
で有意

昼夜間人口比率（＋）
一般世帯の平均人員（－）
就業保健師数（－）

エアコン世帯普及率（＋）
高齢単身世帯の割合（＋）
BMI（男）（＋）

5％水準
で有意

最低居住面積以上割合（－）
人口集中地区比率（－）
住宅１人当たり居住室畳数（－）

住宅１人当たり居住室畳数（＋）

修正決
定係数

0.933 0.882

（注）括弧内は推計された各説明変数の係数の符号。

（資料出所）表 1 と同じ。

図 1　感染率と最低居住面積以上割合の偏相関

（人口密度と１人当たり県民所得でコントロールしたもの）

（資料出所）表 1 と同じ。
図 2　死亡率と生活保護実人員の偏相関

（人口密度と 1 人当たり県民所得でコントロールしたもの）

（資料出所）表 1 と同じ。
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4．基礎自治体における感染率の要因

先述したように、国内を対象にした既存研究は都

道府県を対象にしている。基礎自治体の研究が少な

いのはデータの入手が困難なためであろう。ここで

は、東京都の23区および全市、神奈川県と大阪府の

全市における、2022年9月26日までの累積感染者数

のデータに基づいて分析を行う。

図3は、人口密度をコントロールした感染率と生

活保護率の偏相関を表している。回帰分析を行うと

1％水準で有意であった。つまり、生活保護率が高

い（低い）ほど、感染率は高い（低い）。

次に、感染率を目的変数として8個の説明変数に

より回帰分析を行い、ステップワイズ法により変数

の選択を行った。その結果を示したのが表4である。

都道府県を対象とした分析と同様に、生活保護率の

係数は1％水準で有意であり、符号はプラスであっ

た。また、最低居住面積以上割合の係数は3％水準

で有意であり、符号はマイナスであった。このほか、

人口密度の係数は3％水準であり、符号はプラスで

あった。人口密度が高いほど感染リスクは高まるも

のと考えられるので、この結果は妥当と言えよう。

一方、単独世帯割合、人口集中地区割合、1住宅あ

たり延べ面積は、ステップワイズ法による選択の結

果、リストから落とされた。

おわりに

以上の分析より、貧困や居住環境がコロナの感染

率や死亡率に関係しているらしいことが見出され

た。しかし、今後のパンデミック対策として生活困

窮や居住環境の改善が重要であると言うには、まだ

分析が不十分と言うしかない。本章のタイトルを「予

備的考察」としたのは、そのためである。本稿の限

界として、次の二点をあげておきたい。

まず、市区町村レベルの分析では3都府県のデー

タしか利用できておらず、サンプル数が少ない。こ

れまで国内を対象とした研究が都道府県レベルで

あったため、市区町村レベルのデータを扱ったこと

は一つの進展と言えるかもしれないが、正確な分析

のためには、個票データを含めたもっと多くのデー

タが必要である。ちなみに大阪市『福祉事業統計集』

によれば、大阪市における2020年度の生活保護廃

止は895世帯あったが、その理由として死亡・失踪

は545世帯（60.9％）であった。2019年度は生活保護

廃止889世帯のうち死亡・失踪は512世帯（57.6％）で

あったので、これと比べ増えているとは言え、特別

に増えているとも言い難い。

次に、貧困や居住環境がコロナの感染率や死亡率

に関係していることが確かであったとしても、その

具体的なメカニズムが必ずしも明らかではない。貧

困であれば、生活習慣病等により健康状態がもとも

図 3　感染率と生活保護率の偏相関

（人口密度でコントロールしたもの）

（資料出所）生活保護率（％、東京都 2022 年 3 月、神奈川県 2020 年 4 月、大阪府 2020 年）は各自治体統計、報道資料。

人口密度（対数変換したもの、2020）は総務省『国勢調査』。
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と悪い、家計状況のため病院へのアクセスが制限さ

れている等といった状況が考えられるかも知れな

い。また、貧困であれば狭小な住宅に住むことを余

儀なくされ、そこで感染しやすくなることも可能性

として考えられよう。しかし、これらの説明は現時

点においてはあくまで仮説にすぎず、実態の解明は

今後の研究課題として残された。
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